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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

0

公共施設への太陽光
発電設備等設置

4.7

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

公共施設への太陽光
発電設備等設置基礎
調査

公共施設への太陽光
発電設備等設置

事業費（A）

0

人件費（B）

27,834 208,700

（単位：千円）

平成30年度

10
424,354

2

平成29年度

200,000 424,354

予算科目

0

200,000

平成31年度

21施設

基本目標３　海、山、川をたいせつにしたまちづくり

　公共施設に再生可能エネルギー発電設備等を設置す
ることで、再生可能エネルギー導入による環境への負荷
をかけないまちづくりを促進する。

事業主体

　平成２９年２月３日経済産業省主催
の事業公募説明会実施。３月８日に第
１回公募に応募。４月２１日資源エネ
ルギー庁のホームページで公募結果
が公表され採択となった。
　今後の予定
　・５月中旬　　申請内容協議
　・５月下旬　　交付申請
　・６月上旬　　交付決定

実施方法

平成29年度 ～ 平成31年度（３年間）

糸島市

全面委託

一般会計

政　策 （２）循環型社会の確立

　④　クリーンエネルギーと省エネの普及で「エコ」なまちづくりを推進する施　策

市民部

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課エネルギー構造高度化・転換理解促進事業 生活環境課

事業目的

事 業 内 容

総事業費 千円

　経済産業省のエネルギー構造高度化・転換理解促進
事業費補助金を活用して、公共施設に太陽光発電設備
等を設置するための基礎調査を実施し、整備計画を作
成する。この整備計画に基づき公共施設に太陽光発電
設備等を整備する。
　設置する場所は、市民への啓発効果の高いもの、施
設の防災機能等の向上に役立つものを優先する。
・調査対象施設
　市立小学校、中学校、公民館及び庁舎等公共施設

目

1
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

424,354

（うち市予算化分）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

補助率、交付税
措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

8,700

24,354 200,000

445,234

0.4 1

0

合計

成果指標
節電や省エネを心掛ける市民
の割合（市民満足度調査）

80.2％ 80.2％ 85.0％

市民

省エネルギー、節電を心
掛け、再生可能エネル
ギーの普及による環境へ
の負荷が少ないまちづく
り

活動指標 16施設 16施設
公共施設へのクリーンエネル
ギー設備導入施設数

リストから選択

エネルギー構造高度化・転
換理解促進事業費補助金

国庫支出金 エネルギー構造高度化・転換理解促進事業費補助金交付要綱

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

24,354

従事職員数(人)

424,354

208,700
総コスト
計

200,000

3,480 8,700

10/10

平均人件
費

8,7001

1



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

722

0

委託料、賃金、役務
費

11,374

75.7

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

委託料、報酬、旅
費、報償費

委託料、賃金、需用
費

事業費（A）

0

人件費（B）

22,472 30,584

（単位：千円）

平成30年度

2
77,945

2

平成29年度

0

予算科目

0

平成31年度

525

基本目標４　快適に暮らすことができる安全・安心のまちづくり

　市民生活の利便性の向上を図り、もって公共の福祉の
増進に資することを目的とする。

事業主体

　住居表示審議会の答申を受けて、
「住居表示を実施する区域の基準及
び住居表示の方法」を決定した。
　説明会及び全戸配布により、該当す
る区域の行政区長及び住民へ説明を
行った。その反応から、住居表示の実
施に関しては市民の了承を得られて
いるものと判断した。
　平成29年４月開催の住居表示審議
会の答申により、住居表示を実施する
区域を29年６月議会に上程予定。

実施方法

平成29年度 ～ 平成36年度（８年間）

糸島市

一部委託

一般会計

政　策 （１）都市機能の充実

　①　良好な住環境を創出する施　策

市民部

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課住居表示整備事業 市民課

事業目的

事 業 内 容

総事業費 千円

　住居表示に関する法律及び糸島市住居表示実施基
準規程に基づき、議会の議決により「市街地の区域」を
決定し、計画的に実施する。
(1) 市民との協働による新町名の検討
(2) 実施対象地域の現地調査、基本図作成
(3) 住居表示台帳の作成、新旧対照表の作成
(4) 各表示板の作成、PR用パンフレット等の作成
(5) 該当区域の市民・事業者等への周知
(6) 住居表示板の設置、関係機関等への通知

目

3
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

77,945

（うち市予算化分）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

補助率、交付税
措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

21,750

722 8,834

86,180

2.5 2.5

8,834 20,930

合計

成果指標
市民満足度（都市化されたイ
メージ度）調査（％）

0 0 50

市民 住環境の充実

活動指標 0 0整備区域の面積（ha）

リストから選択

リストから選択

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

従事職員数(人)

20,930

33,124
総コスト
計

11,374

21,750 21,750

平均人件
費

8,7002.5

2



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

3,722

0

運行費

4,583

32.2

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

運行費 運行費

事業費（A）

2,100

人件費（B）

9,832 7,301

（単位：千円）

平成30年度

7
33,500

2

平成29年度

0

予算科目

1,400

平成31年度

3校区

基本目標４　快適に暮らすことができる安全・安心のまちづくり

　「糸島市地域交通計画」の事業計画に基づき、校区と
協働によるバス運行により、市民の生活交通手段の確保
や交通不便地域の縮減等を図る。

事業主体

○福吉校区はH28実績で、2,426
人利用（年間）。一便平均4.02人。
○一貴山校区はH28年度実績
で、2,828人利用。1便平均　4.71
人。
○平成29年度からの志摩地域で
の自主運行バス導入に向け、協議
を進めている。

実施方法

平成23年度 ～ 平成31年度（９年間）

糸島市、校区

直営

一般会計

政　策 （３）交通環境の整備充実

　⑥　便利で効率的、安全・安心な公共交通の充実を図る施　策

企画部

重点プロジェクト 　校区まちづくり推進プロジェクト、移住支援プロジェクト

事 業 名 担当部課自主運行バス事業 地域振興課

事業目的

事 業 内 容

総事業費 千円

○福吉校区自主運行バス本格運行（継続）
○一貴山校区自主運行バス本格運行（継続）
○自主運行バスボランティア運転手の育成
○運転手安全運転講習会の実施
≪市の役割≫
・車両の貸与、燃料代・保険料等諸費用の負担
≪校区の役割≫
・ボランティア運転手の確保、運行ルート、時刻の作成、
自主運行バス協議会運営

目

1
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

33,500

（うち市予算化分）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

補助率、交付税
措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

2,610

7,222 4,691

24,326

0.3 0.3

4,691 12,996

合計

成果指標
公共交通不便地域人口
（H22年度人口ベース）

8,449人
（H22年度末）

6,522人
（H27年度末）

5,000人
（H31年度末）

公共交通不便
地域住民

公共交通の運行

活動指標 0校区 2校区自主運行バス導入校区

糸島市ふるさと応援基金 その他 糸島市ふるさと応援寄附条例

福岡県生活交通確保対策補
助金

県支出金
福岡県生活交通確保対策補助金交付要綱
※車両購入費

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

2,100

1,400

従事職員数(人)

16,496

7,193
総コスト
計

4,583

2,610 2,610

50%

平均人件
費

8,7000.3

3



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

従事職員数(人)

71,000

1,740
総コスト
計

1,740 1,740

定額

平均人件
費

8,7000.2

リストから選択

農業農村整備事業 県支出金 福岡県農業農村整備事業補助金交付要綱

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

44,000

成果指標 調査実施率（％） 0（％） 15（％） 100（％）

農業生産者 生産性の向上

活動指標 0（箇所） 2（箇所）耐震調査実施ため池（箇所）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

補助率、交付税
措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

1,740

44,000 27,000

76,220

0.2 0.2

合計

総事業費 千円

一斉点検の結果、整備の優先度が高いと評価されたた
め池で、改修歴が古い、または現在までに堤体の改修
歴がないことから、耐震性の有無について不明である。
　このような状況の中、当該ため池の周辺は人家などが
密集しており、地震によりため池が決壊した場合に多大
な被害が生じる恐れがある。
　このため、当該事業により、ため池の耐震調査を実施
し、地域の安全・安心の確保を図るものである。
耐震調査ため池　７箇所

目

2
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

71,000

（うち市予算化分）

基本目標４　快適に暮らすことができる安全・安心のまちづくり

近年の豪雨や大規模地震等により多くのため池が被災し、大
きな被害が生じていることを踏まえ、大規模地震に備えた耐震
照査と整備が必要

事業主体

ため池一斉点検(県営)
H25年度　167箇所
H26年度　  24箇所
H28年度
点検結果より詳細調査が必要なた
め池　　56箇所
現調査により整備時期不明及び
民家等への影響するため池　36箇
所

実施方法

平成29年度～平成30年度（２年間）

糸島市

直営

一般会計

政　策 （４）治山・治水

　⑨　防災対策を強化する施　策

産業振興部

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課ため池耐震調査業務 農林水産課

事業目的

事 業 内 容

（単位：千円）

平成30年度

6
71,000

6

平成29年度

予算科目

27,000 71,000

平成31年度

13（箇所）

6.8

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

調査委託費 調査委託費

事業費（A）

人件費（B）

45,740 28,740

4



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

従事職員数(人)

2,300

0
総コスト
計

0

1,740 0

100％

平均人件
費

8,700

リストから選択

コミュニティ助成事業 その他 財団法人自治総合センター　コミュニティ助成事業実施要項

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

2,300

成果指標
地域住民の行事・催事
の参加者数

延べ500 延べ500 延べ750

地域住民
後継者の育成
地域住民の交流

活動指標 1 1夏まつりの開催

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

補助率、交付税
措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

0

2,300 0

4,040

0.2

0

合計

総事業費 千円

一般コミュニティ助成事業（対象自治体：白浜町行政区）

地域の絆を深め、次代を担う子ども達のよりどころとして、平成
25年より開催している白浜町ふれあい夏祭りに使用する備品
の購入。

目

1
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

2,300

（うち市予算化分）

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

自治総合センターのコミュニティ助成事業を活用し、行政区の
備品やコミュニティの拠点となる施設を整備することで地域活
動を活発にし、伝統継承や青少年・後継者育成をさらに進め
ることで、地域コミュニティの活性化につながる。

事業主体

平成28年度に助成申請を行い、
平成29年3月末に助成が決定。

【過去3年間の経過】
・平成26年度　1件　2,500千円
・平成27年度　1件　1,800千円
・平成28年度　1件　2,500千円

実施方法

平成29年度（１年間）

行政区

補助

一般会計

政　策 （１）協働のまちづくりの推進

　②　地域主体のまちづくりのための体制を確立する施　策

企画部

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課コミュニティ助成事業 地域振興課

事業目的

事 業 内 容

（単位：千円）

平成30年度

17
2,300

2

平成29年度

0

予算科目

0

平成31年度

1

0

43.1

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

補助金

事業費（A）

2,300

人件費（B）

4,040 0

5



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

従事職員数(人)

71,961

1,740
総コスト
計

2,610 1,740

10万円／１０a

平均人件
費

8,7000.2

受益者分担金 その他 糸島市農業基盤整備分担金徴収条例（6月議会上程予定）

農地耕作条件改善事業 県支出金
農地耕作条件改善事業実施要綱（平成27年４月９日付け6農振第
2069号農林水産事務次官依命通知。）

事業費から補助
金を控除した額

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

17,940

25,490

成果指標 整備農地の収穫率（％） 70（％） 70（％） 100（％）

農業生産者 生産性の向上

活動指標 0（ha） 0（ha）暗渠排水整備面積（箇所）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

補助率、交付税
措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

1,740

43,430 28,531

78,051

0.3 0.2

合計

総事業費 千円

農地の水田の排水不良等を改善するために基盤整備
（暗渠排水）を実施する。

・事業主体　市が事業主体となり工事を発注する。
・補助額　定額 10万円／10a
　　　　　　 農地集約加算は12万円／10a
　　　　　　補助残は申請者負担

・整備申請者　16人　整備面積33.47ha

目

2
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

71,961

（うち市予算化分）

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

生産効率を高め競争力ある「攻めの農業」を実現するために
農地の大区画化・汎用化等の基盤整備により、担い手へ農地
集積を加速化させる事が必要。そのために水田の区画拡大や
暗渠排水整備を実施する。

事業主体

･H25年度　農業基盤整備促進事業事
業実施　面積　7ha（志摩桜井、波多
江）
･H26年度 要望取りまとめ、要望申請
78ha整備要望
･H27年度事業割当無
･H28年度事業費4,080千円2.9ha

補助金の割当が見込めない為、農地
耕作条件改善事業により実施する。

実施方法

平成29年度～平成31年度（３年間）

糸島市

直営

一般会計

政　策 （１）農林水産業の振興

　①　農業生産基盤を整備し、農産物の低コスト化を推進する施　策

産業振興部

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課農地耕作条件改善事業 農林水産課

事業目的

事 業 内 容

（単位：千円）

平成30年度

6
71,961

6

平成29年度

予算科目

16,217 41,707

平成31年度

33.47（ha）

7.8

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

工事請負費
設計委託費

工事請負費
設計委託費

事業費（A）

12,314 30,254

人件費（B）

46,040 30,271
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

1,000

0

63.5

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等

総コスト（A＋B）

事業費内訳
（主なもの）

補助金

事業費（A）

0

人件費（B）

2,740 0

（単位：千円）

平成30年度

2
1,000

7

平成29年度

0

予算科目

0

平成31年度

1

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

映画祭の開催により地域活性化、ブランド糸島の魅力向上を図る。

・地域資源として文化要素の追加
・夜間イベントによる観光入込客の増加
・商店街等地域の活性化

事業主体

（一社）九州連携機構から福岡国際映
画祭に合わせてＳＳＦＦ映画祭開催の
打診があり受託（県下では福岡市・宗
像市・大川市・久山町のみ）。ＳＳＦＦの
パッケージ費用250万円は九州連携
機構が負担
　　・
事務局である「糸島映画祭実行委員
会」と実施計画を協議中

実施方法

平成29年度（１年間）

糸島映画祭実行委員会

補助

一般会計

政　策 （３）観光の推進

　⑨　地域資源を生かした観光を確立する施　策

企画部

重点プロジェクト 　移住支援プロジェクト

事 業 名 担当部課ショートショートフィルムフェスティバルin糸島 事業 秘書広報課

事業目的

事 業 内 容

総事業費 千円

映画祭「ショートショートフィルムフェスティバルin糸島」
（以下、ＳＳＦＦ）の開催
・民間主導による実行委員会を組織し事業実施
・実行委員会に対し補助金を交付
・飲食コーナー等も設置した市民参加型

目

1
千円

事業期間

項款

進捗状況
・
現状

会計種類

1,000

（うち市予算化分）

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

補助率、交付税
措置率等

財源の種類

人件費割
合(%)

0

1,000 0

2,740

0.2

1,000

合計

成果指標
観光消費額（千円）
＠5＊1000人

0 0 5,000

観光客

市民

糸島というロケーションで、
野外で映画に親しめる。

活動指標 0 0映画祭の開催（回）

リストから選択

リストから選択

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

従事職員数(人)

1,000

0
総コスト
計

0

1,740 0

平均人件
費

8,700
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（1段目：実施計画計上額、２段目：要求額、３段目：査定額）

【　】は28年度繰越分、（　）は市予算化以外の分 単位（千円）

国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

３　海、山、川をたいせつにしたまちづくり

（２）循環型社会の確立

変更前 3,600 3,600 10,000 10,000 10,000 10,000

増減額 ▲ 3,600 ▲ 3,600 ▲ 10,000 ▲ 10,000 ▲ 10,000 ▲ 10,000

変更後 0 0 0 0 0 0

変更 ハード 　

変更前 0 0 0

増減額 24,354 24,354 200,000 200,000 200,000 200,000

変更後 24,354 24,354 200,000 200,000 200,000 200,000

新規 ハード 　

４　快適に暮らすことができる安全・安心のまちづくり

（１）都市機能の充実

変更前 0 0 0

増減額 722 722 8,834 8,834 11,374 11,374

変更後 722 722 8,834 8,834 11,374 11,374

新規 ハード 　

（３）交通環境の整備充実

変更前 1,400 2,100 3,022 6,522 3,641 3,641 3,533 3,533

増減額 0 0 700 700 1,050 1,050 1,050 1,050

変更後 1,400 2,100 3,722 7,222 4,691 4,691 4,583 4,583

変更 ソフト 　

（４）治山・治水

変更前 0 0 0

増減額 44,000 44,000 27,000 27,000 0

変更後 44,000 44,000 27,000 27,000 0

新規 ハード 　

５　みんなの力で進める協働のまちづくり

（１）協働のまちづくりの推進

変更前 0 0 0

増減額 2,300 2,300 0 0

変更後 2,300 2,300 0 0

新規 ソフト 　

７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

（１）農林水産業の振興

変更前 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

増減額 ▲ 30,000 ▲ 30,000 ▲ 30,000 ▲ 30,000 ▲ 30,000 ▲ 30,000

変更後 0 0 0 0 0 0

変更 ハード 　

変更前 0 0 0

増減額 25,490 17,940 43,430 16,217 12,314 28,531 0

変更後 25,490 17,940 43,430 16,217 12,314 28,531 0

新規 ハード 　

（３）観光の推進

変更前 0 0 0

増減額 1,000 1,000 0 0

変更後 1,000 1,000 0 0

新規 ソフト 　

変更前 30,000 1,400 0 5,700 3,022 40,122 30,000 0 0 10,000 3,641 43,641 30,000 0 0 10,000 3,533 43,533

増減額 ▲ 5,646 69,490 0 16,640 2,422 82,906 170,000 43,217 0 2,314 9,884 225,415 170,000 0 0 ▲ 10,000 12,424 172,424

変更後 24,354 70,890 0 22,340 5,444 123,028 200,000 43,217 0 12,314 13,525 269,056 200,000 0 0 0 15,957 215,957

公共施設に再生可能エネルギー発電設備等を設置することで、再生可能エネルギー導入による環境への負荷をかけないまちづくりを促進する。

農
林
水
産
課 近年の豪雨や大規模地震等により多くのため池が被災し、大きな被害が生じていることを踏まえ、大規模地震に備えた耐震照査を実施し、地域の安全・安心の確保を図る。

一般

6

糸島市実施計画（H29～H31）6月変更　事業一覧

福岡国際映画祭に合わせてSSFF映画祭を糸島で開催する事により、地域活性化、ブランド糸島の魅力向上を図る。

9

ショートショートフィルムフェ
スティバルin糸島事業

秘
書
広
報
課

水田の区画拡大や暗渠排水整備を農業者の自力施行等により実施することで生産効率を高め競争力ある「攻めの農業」を実現する。

8
農地耕作条件改善事業

農
林
水
産
課

行政区の備品やコミュニティの拠点となる施設を整備することで地域活動を活発にし、伝統継承や青少年・後継者育成をさらに進めることで、地域コミュニティの活性化につなげる。

5
ため池耐震調査業務

コミュニティ助成事業

地
域
振
興
課

N
o

事業名
課
名

会計

一般

一般

1

再生可能エネルギー発電設
備導入促進事業

生
活
環
境
課

7

平成31年度平成30年度

一般

平成29年度

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

水田の区画拡大や暗渠排水整備を実施することで農地の大区画化・汎用化等の基盤を整備し、生産効率を高め競争力ある「攻めの農業」を実現する。

一般

合計（一般財源）

2

エネルギー構造高度化・転
換理解促進事業

市
民
課

農業基盤整備促進事業
（農地の高度利用促進事
業）

農
林
水
産
課

4
自主運行バス事業

地
域
振
興
課

一般

「地域交通計画」の事業計画に基づき、校区と協働によるバス運行により、市民の生活交通手段の確保や交通不便地域の縮減を図る。

一般

「市街地の区域」において住居表示を実施することで、市民生活の利便性を図る。

3
住居表示整備事業

事業費
合計

生
活
環
境
課

一般

計画等

一般

公共施設に再生可能エネルギー発電設備等を設置することで、再生可能エネルギー導入による環境への負荷をかけないまちづくりを促進する。

財源内訳
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